第一次地方分権改革による市町村における変化の実態−東三河地域の自治会等役員，市町村議会議員，行政職員及び愛知県内市町村への調査結果比較− by 浅野 鉄也
第一次地方分権改革による市町村における変化の実
態－東三河地域の自治会等役員，市町村議会議員，
行政職員及び愛知県内市町村への調査結果比較－
著者 浅野 鉄也
雑誌名 地域政策学ジャーナル
巻 3
号 1
ページ 23-34
発行年 2013-07-31
URL http://id.nii.ac.jp/1082/00003360/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
23
地域政策学ジャーナル，第３巻 第１号地域政策学ジャーナル
2013，第３巻 第１号，23-34
第一次地方分権改革による市町村における変化の実態
−東三河地域の自治会等役員，市町村議会議員，行政職員及び
愛知県内市町村への調査結果比較−
浅野　鉄也
The Actual Change in Municipalities by the First Decentralization-Reform：
Comparing the Survey Results of Community Leaders, Assembly Members and 
Administrative Officials in Higashi-Mikawa Region and Municipal Authorities in 
Aichi Prefecture
Tetsuya Asano
要約：地域政策学センター地方分権意識調査研究グループでは，去る2012年11月上旬から12月下旬にかけ，
東三河８市町村の自治会等役員1,031名，市町村議会議員151名，行政管理職員1,021名の全員及び愛知県内の
54全市町村を対象に，第一次分権改革の影響と広域連携に関する４つの意識調査を実施した。本稿では，こ
れら調査内容のうち，前者，第一次地方分権改革の成果として2000年４月に施行された地方分権一括法の市
町村への影響について比較考察した結果を報告する。今回の東三河地域等での検証結果を敷衍すれば，同法
施行後10年余を経た現時点においても，市町村という“地方自治の現場”においては，“地方の自由度の拡
大”や“地方の自立”といった同改革の主要目標の達成は，総じて否定的な実態にあることが実証されたと
いえよう。
キーワード：地方分権，機関委任事務，東三河，意識調査
　 　
１） 地域を代表する住民組織の名称は，市町村によって，自治会，総代会など異なっているが，今回の調査では，「自治会
等」という名称で統一している。
Ⅰ．はじめに
　2000年４月の地方分権一括法（以下「分権一括
法」）は，市町村がその法改正の意図を意識するし
ないにかかわらず，市町村に，①機関委任事務廃止
等制度改革の成果を着実に内実化し，自立した自治
体経営を確立すること，②高度化する行政事務・事
業に対応できる受け皿として，総合的な行政機能を
有した基礎自治体へと脱皮すること，という２つの
課題を突きつけていた。
　では，市町村は，こうした課題をどれほどのイン
パクトを持って受け止め，分権一括法施行後10年余
を経るこの間において，どのように対応してきたの
であろうか。こうした点を明らかにするため，筆者
を研究責任者とする地域政策学センターの地方分権
意識調査研究グループは，2012年11月上旬から12月
下旬にかけ，東三河８市町村を調査フィールドと
し，自治会等役員１），市町村議会議員及び行政管理
職員を対象に「地方分権に関する意識調査」（全数
調査）を実施した。あわせて，地方分権に関する行
政組織としての対応を確認するため，愛知県内の全
市町村に対しても同様の調査を行ったところであ
る。
　調査の目的は，具体的には，前述の２つの課題に
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り様については，以下に見るように共通する部分も
多くある反面，明らかに異なった方向性を示すデー
タも存在している。また，今回はこれら個人の意識
に関するデータに加え，組織としての考え方が示さ
れている愛知県内市町村の調査データについても必
要に応じ利用しているが，これらのデータを比較分
析する中で，少しでも地方分権に関する調査の所期
の目的である，「第一次分権改革成果の内実化の度
合い」と「自立した市町村経営の実態」の解明に近
づくことができればと考えている。
Ⅱ．地方分権に関する調査の概要
　東三河市町村の自治会等役員，議員及び行政管理
職に対する調査票の配布・回収は原則として「留め
置き方式」で行ったが，配布の時間的余裕や地理的
条件などを考慮し，「配布は留め置き・回収は郵送
方式」，「配布・回収ともに郵送方式」も併用した。
回収率については，表２−１及び図２−１に示すよ
うに，対象者によっては，９割を超えるような非常
に高い結果を得ることができた。
　また，同時に実施した愛知県内全54市町村（市
38，町村16）に対する調査は，原則として「郵送方
式」により実施（東三河８市町村へは，他の調査と
一緒に「留め置き方式」により依頼）したが，こち
らについても，市37，町村11，率にすると，全体で
即し，①同法による地方制度改革の市町村での理解
度，浸透度を確認するとともに，第一次地方分権改
革（以下「第一次分権改革」）が目的とした“自由
度の拡大”による“市町村の自立”の達成度を検証
すること，及び②平成の大合併終息後における“総
合的な行政”を執行するための新たな補完機能とし
て注目されている広域連合等広域行政のあり方につ
いて，東三河地域における地方自治関係者の意識動
向を確認することである。
　以上の目的に沿って行った個別調査結果について
は，既に2013年３月，「地方分権に関する意識調査
報告書―東三河自治会等役員，市町村議会議員，行
政職員（管理職）及び愛知県市町村を対象として」２）
として取りまとめ，公表したところであるが，本小
論は，特に筆者が担当した前段①の分権一括法によ
る制度改革に関するテーマについて，当該報告書の
紹介を兼ねつつ，更に一歩進め，対象者の異なるこ
れら４つの調査票において共通する質問への回答を
突き合わせ，比較分析を行った結果を報告するもの
である。
　住民と行政との間におけるコミュニケーターとし
ての役割を求められる自治会等役員，住民自治を議
会という場で体現する市町村議会議員，そして行政
施策執行の中心的な役割を有している行政幹部とい
うアクター間それぞれの地方分権に関する意識のあ
図２−１．調査票回収率
表２−１．調査票配布及び回収の状況
内訳 　自治会等役員 市町村議会議員 　行政管理職員
　 配布数
有効回
答数
配布数
有効回
答数
配布数
有効回
答数
豊橋市 441 335 36 24 376 338
豊川市 207 161 30 8 216 212
蒲郡市 48 35 20 11 127 116
新城市 151 118 16 8 154 147
田原市 124 106 20 16 87 83
設楽町 35 31 12 1 35 34
東栄町 20 18 10 10 11 11
豊根村 5 5 7 7 15 15
合計 1031 809 151 85 1021 956
　 　
２） これら個別調査は，自治会等役員，市町村議会議員及び行政職員（管理職）に対して，それぞれの立場を考慮し，一部
内容の異なった調査票によって実施をしたところである。これら調査対象者ごとの調査票及び調査集計結果の詳細につ
いては，新井野ほか（2013）参照。
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「１．国，地方公共団体の役割の明確化」「３．国の
関与の縮小整理」「10．地方議会活性化及び議員定
数の見直し」の３つで，いずれも議員側の認知度が
高くなっている。これとは反対に，行政管理職側の
認知度の方が比較的高い事項は，「２．機関委任事
務制度廃止」「６．個別法改正による権限移譲」「11．
国庫補助負担金の整理合理化」などであるが，いず
れも議員側との差は５ポイント前後にとどまってい
る。一方，全体の認知件数を合計し，これを回答者
数で割りかえした一人当たりの認知件数は，議員
９割近い非常に高い回収率となっている。
Ⅲ．地方分権に関する調査結果の比較
１．認知度
　最初に，分権一括法に関する認知度について見て
おきたい。地方分権改革と総称される地方制度の見
直しは，三位一体改革などに翻弄され失敗に終わっ
たとされる地方分権改革推進会議や，その後を引き
継いだ地方分権改革推進委員会，あるいはこれらに
並行して進められた累次の地方制度調査会より現在
も継続している。一方，機関委任事務廃止に代表さ
れる国と地方との関係の見直しにより，それら改革
への発射台ともいうべき役割を果たした第一次分権
改革については，その成果である分権一括法成立時
からでも既に10年以上が経過している。したがっ
て，こうした時間の経過もあり，分権一括法自体の
認知度については，あまり高くないことはあらかじ
め予想されたところである。
　結果については，図３−１に見るように，こうし
た予想に違わず，自治会等役員，行政管理職につい
ては，どちらも「十分知っている」と「まあまあ
知っている」を合わせた肯定的回答が３割程度にと
どまっている。その反面，「あまり知らない」と
「まったく知らない」を合わせた否定的回答は７割
弱という結果となっている。一方，2000年４月の分
権一括法施行以前の在職経験者が２割程度しか在職
していない議員３）においては，「十分知っている」
と「まあまあ知っている」を合わせた肯定的回答が
７割弱，「あまり知らない」と「まったく知らない」
を合わせた否定的回答が３割弱と行政管理職や自治
会等役員と逆の結果となっている。
　この点について，さらに分権一括法における個別
改正内容の認知度まで踏み込んで尋ねた結果は，表
３−１に示したとおりである。
　項目別に見ていくと，議員，行政の管理職の間で
認知度に10ポイント以上の差が出ている事項は，
図３−１．地方分権一括法の認知度
表３−１　地方分権一括法制度個別制度改正の認知
度合
 項      目 議員
行政管
理職
1 国、地方公共団体の役割の明確化 58.8 41.1
3.945.34止廃度制務事任委関機2
9.331.74理整小縮の与関の国3
4 自治事務と法定受託事務への事務区分変更 32.9 33.7
5 国と地方の係争処理手続きの創設 5.9 5.8
6 個別法改正による権限移譲 27.1 31.6
2.829.52設創の度制市例特7
6.69.5し直見の制規置必8
2.338.13進推の併合村町市9
10 地方議会活性化及び議員定数の見直し 49.4 20.8
11 国庫補助負担金の整理合理化 18.8 24.3
12 法定外普通税の許可制度を廃止 8.2 5.5
13 地方付税算定方法への意見申し出の制度化 9.4 4.4
5.610.02止廃の度制可許債方地41
　 　
３） 今回の調査では，議員に対する属性調査項目の一つとして，「地方分権一括法施行時（2000年４月）以前の議員在職経
験の有無」についても尋ねているが，その結果は，「在職経験あり」が21％，「在職経験なし」が78％となっている。新
井野ほか（2013）70頁参照。
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示していると解釈することができよう。
　一方，議員の評価は，組織内部において理事者が
従業員を評価するような“内部の視点”による評価
になっている可能性がある。そうした点からいえ
ば，住民自治の代行者であり，かつ政策意思決定者
としての立場にある議員にとっては，行政サービス
提供者としての職員よりも，どちらかといえば政
策・施策面においてより積極的な姿勢を見せる職員
への期待感がより強いことが考えられる。今回の調
査結果に示された議員による行政職員への比較的低
い評価は，こうした高い期待感への裏返しとして，
地方分権時代に求められる実質的な政策形成者とし
ての職員像と現実の職員の姿との乖離に対する指摘
として捉えることができるかもしれない。
２−２．自己決定と自己責任
　図３−３は，「地方分権改革により地方自治体の
自己決定の権限が増し，自己責任の度合いも大きく
なったといわれていますが，実感していますか」と
いう問いに対する回答結果である。
　「十分実感している」と「まあまあ実感している」
を合わせた肯定的意見では，議員が25.9％，行政管
理職が33.9％であり，一方，「あまり実感していな
い」と「まったく実感していない」を合わせた否定
3.8件／人，行政管理職3.3件／人となっており，議
員の方が，行政管理職より平均して0.5件ほど制度
見直し事項への認知度が高い結果となっている４）。
この一人当たり0.5件の差が，図３−１の「まあま
あ知っている」という選択肢における議員56.5％＞
行政29.7％の差をもたらしている要因の一つと考え
てもよいかもしれない。
２．第一次分権改革による変化
　次に，第一次分権改革により様々な形をとって表
れてきた＜変化＞について見ていくことにしたい。
２−１．行政職員の積極性
　最初は，分権一括法の施行を契機とした「行政職
員の業務執行態度の前向きな変化」について，議員
及び自治会等役員に尋ねた結果である。
　図３−２からわかるように，「十分実感している」
と「まあまあ実感している」を合わせた肯定的評価
は，議員が28.3％にとどまる一方，自治会等役員
が，その倍以上となる62.6％という高い率を示して
いる。一方，「あまり実感していない」と「まった
く実感していない」を合わせた否定的な評価では，
議員67.1％，自治会等役員36.8％とまったく逆の結
果となっている５）。
　では，こうした正反対な両者の評価の違いはどの
ようなところに起因し，どのように解釈すればよい
のであろうか。恐らくその要因の一つとして挙げる
ことができるのが，議員及び自治会等役員それぞれ
の行政職員への期待感や関わり方の違いである。す
なわち，自治会等役員の評価は，住民としてサービ
スを受ける側，いわば“組織の外部からの視線”が
より強く反映された評価となっており，そうした点
からは，図３−２に示された数値は，昨今における
行政の窓口サービスの改善努力や市民協働の取り組
みなどが比較的好意的に受け止められていることを
　 　
４） 新井野ほか（2013）69，73頁のデータを利用。なお，自治会等役員，行政管理職と議員とのこうした分権一括法の認知
度の差は，議員の回収率（56.3％）が他の二者（順に78.5％，93.6％）に比較すると２～３割余低かった点が関係して
いる可能性―すなわち，地方分権一括法の認知度が低い議員ほど，調査票の提出をためらった可能性も考えられるが，
今回のデータからは特定できない。
５） 議員への実際の質問は，行政職員の変化について，「積極的になった」「少し積極的になった」「あまり変わっていない」
「まったく変わっていない」という４つの選択肢により行っている。
図３−２．行政職員の業務執行態度の変化
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型の関係には，ほとんど変化が生じていないとの判
断ができよう。
２−４．「地方政府」について
　次に，図３−５は，分権一括法により「自己責任
ある自立した」市町村になることが期待されている
自治体の“自覚度”について，local government の
翻訳語として使われている「地方政府」という言葉
に対する“違和感”の度合いから探ってみた結果で
ある。
　図に示されているように，この問いに関しては，
議員，行政管理職双方の結果にほとんど違いが見ら
れない。「違和感はない」とする回答は，双方とも
に５％前後にとどまっている一方，「少し違和感を
覚える」が双方40％弱となって多数を占めている。
また，同様に「だいぶ違和感を覚える」「地方公共
団体や地方自治体の方がいい」とする回答は，合わ
せて５割以上となっている。これらを足し合わせる
と，「地方政府」という言葉に対する違和感は，議
的な意見では，議員が73.0％に対し，行政管理職が
65.8％となっており，双方ともに否定的な回答が７
割前後を占める結果となっている。また，この結果
を図３−１による結果と比較すると，行政職員で
は，地方分権の認知度とほとんど一致した数値を示
している反面，議員においては，認知度と正反対の
結果となっている。なお，議員の意識調査結果にお
けるこうした違いが，分権一括法が団体自治に軸足
を置いた制度改革であったことに対する住民自治代
行者としての失望感の表れを示しているのかどうか
といった点については，さらに追跡調査を行う必要
があるといえよう。
２−３．国・県との関係
　上記の質問に関連し，具体的に国や県との関係を
尋ねた結果が図３−４である。質問は，「地方分権
改革により，法令上は国・県・市町村が対等な関係
になりましたが，どう感じていますか」というもの
である。
　図を見てわかるように，議員，行政管理職ともに
同様の傾向を示しているが，「十分実感している」
と「まあまあ実感している」を合わせた肯定的な意
見は，行政は8.7％に対し，議員では3.5％にとど
まっている。一方，「あまり実感していない」と
「まったく実感していない」を合わせた否定的な意
見は，議員94.1％，行政管理職91.0％と，双方とも
に９割を超えている。以上，図３−３及び図３−４
に見る結果からは，分権一括法施行後10年余を経た
現在においても，法的な対等関係にかかわらず，意
識の上においては，国・県・市町村の実質的な垂直
図３−４．国・県との水平的な関係について
図３−５．「地方政府」という呼び名について
図３−３．地方分権改革に伴う自己責任増加への意識
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ポイントほど上回っている。一方，「議員の資質の
さらなる向上」では議員63.5％＞自治会等役員
42.3％となっており，議員の方が20ポイント以上上
回っている。数値から見る限り，明らかにお互いに
“身内”に対してより厳しい評価となっていること
がわかる。こうした結果が，自らに対する戒めとし
ての自己評価なのか，あるいは，仲間内に対しての
“笛吹けど踊らず”といった苛立ち感が織り込まれ
た評価なのかについては，別途確認していく必要が
あろう。
　なお，「広域行政により必要な事業を実施」する
策についての評価は，議員が45.9％と高い率を示し
ている反面，自治会等役員では27.4％にとどまって
おり，広域行政への志向性は議員の方がより高く
なっていることがわかる。
３−２．増税とサービスカットの選択
　図３−７から図３−９は税財政的側面における自
立策についての回答結果である。
　はじめに，図３−７は，財源の確保策について，
あえて「サービスのカット」か「必要な増税か」と
いう二者択一で回答を求めた結果を示している。図
からわかるように「サービスをカットし増税をしな
員，行政管理職双方ともに95％前後とかなり高い数
値を示している。こうした結果が，果たしてあまり
なじみのない“翻訳言葉”への違和感に由来してい
るものなのか，それとも自らが在職する市町村が，
地域のガバメント（政府）であるとの意識が伴うま
でに必ずしも至っていないところからきているの
か，この回答だけでは即断はできない。今後，フォ
ローアップのヒアリング等を通じてさらに解析して
いく必要があろう６）。
３．自立確保策
　ここからは，財政の問題も含め，地方の自立策に
ついて見ていきたい。
３−１．地方の自立策
　図３−６は，地方の自立強化に向け必要と考えら
れる対策について，複数選択により，議員と自治会
等役員双方に回答を求めた結果である。
　グラフに示されているように「行政職員のさらな
る資質向上」策については，議員，自治会等役員と
もに55％強の回答が示されているが，一方，興味深
い結果を示しているのが，「住民意識の向上」策と
「議員の資質のさらなる向上」策の回答結果である。
見てわかるように，「住民意識の向上」では自治会
等役員56.4％＞議員49.4％と自治会等役員の方が７
図３−６．地方分権による地方の自立策
図３−７．財政健全化に向けた増税とサービス縮小
との選択
　 　
６） 最近においては，2007年４月発足の地方分権改革推進委員会（2010年３月活動終了）の４次にわたる勧告のいずれにお
いても「「地方政府」の確立」や「「地方政府」の実現」がタイトルとして掲げられているが，今回の意識調査結果を見
る限り，同委員会のこうした活動成果も市町村にはほとんど受け入れられていないように思われる。なお，同委員会の
勧告内容については，内閣府のホームページ参照。
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また，「理解はできるが，実現までに時間が必要」
とする回答では，議員が40.0％，行政管理職が
55.8％となっている。この二つの回答を「肯定的意
見」として合算すると，議員では71.8％，行政管理
職では72.1％と，双方ともに７割を超える結果と
なっているが，内訳を見ると行政管理職の慎重さが
目立っている。一方，「あくまで理念に過ぎない」
が，議員12.9％，行政管理職17.2％，「住民自治強化
策としてふさわしくない」が，議員10.6％，行政管
理職4.9％であり，これらを否定的意見として合算
した結果は，議員23.5％，行政管理職22.1％となっ
ている。これらの結果から見る限り，自主課税によ
る住民の“負担と受益”意識醸成という考え方に対
する傾向としては，双方ともに総じて肯定的だとい
うことができよう。
３−４．自主課税のあり方
　次の図３−９は，上記の質問に関連し，「自立の
ための自主課税」のあり方についての質問への回答
結果である。
　１から４までの選択肢のうち，「１．住民に負担
のかからないホテル税等を検討」「３．企業や事務
所の誘致による税収増を検討」及び「４．観光客の
誘致による税収を検討」の３つの選択肢は，住民に
直接税負担が及ばない方法である。一方，「２．政
策に理解を求める中で新税や均等割を見直し」とい
い」と「どちらかといえばサービスをカットし増税
をしない」をあわせた「サービスカット」を選択す
る回答は，議員では35.3％，自治会等役員では
41.3％となっている。一方，「サービス維持のため
の必要な増税はやむを得ない」と「どちらかという
とサービス維持に必要な増税はやむを得ない」とす
る回答を合わせると，議員では50.6％，自治会等役
員では46.3％となっており，議員で15ポイント，自
治会等役員で5ポント程度，必要な場合には増税を
容認してもよいとする回答の方が多くなっている。
３−３．“負担と受益”意識の醸成
　次に，図３−８は，自主課税による住民の“負担
と受益”意識醸成のための方策について，議員と行
政管理職双方に回答を求めた結果である。少し長く
なるが質問を引用すれば，「今後，住民自治を進め
るための方法の一つとして，必要な財源確保のため
自主課税等を行うことにより住民自身に“負担と受
益”（身近なところでの税金の使い道）についての
意識をもってもらい，行政に対する住民のチェック
機能を強化すべきだとの考え方があります。こうし
た考え方に対し，あなたは下記のどの意見に近い考
えをお持ちですか。」というものである７）。
　結果を見てみると，「今後の目指すべき姿」であ
るとして積極的に肯定する意見は，議員が31.8％
と，行政管理職16.3％の２倍近い率となっている。
図３−８．自主課税による住民の“負担と受益”意
識の醸成
図３−９．「自立のための自主課税」のあり方
　 　
７） 岡本（2002）205−206頁参照。なお，こうした考え方は，既に第一次シャウプ勧告（1949）において，地方自治育成に
むけた税制の基本４原則の一つとして提言されている。足立ほか（1983）171−172頁参照。
30 31
遣については，管理職個人としても行政組織として
も積極的な様子が示されている。
　一方，行政管理職でかろうじて5.3％の数値を示
している「派遣の必要性はない」という回答は，わ
ずかではあるが，地方分権の時代であり，市町村も
国・県との対等な関係を目指すべきとする，ある意
味において“気骨ある”職員の意思が示されている
数値として見ることができるかもしれない。
　続いて図３−11は，図３−10と逆に国・県から市
町村への職員の受け入れについての質問であるが，
ここでは理由を含めて尋ねている。結果は，図に見
るように，前問同様ここでも，行政管理職と市町村
では，ほぼ同様の傾向を示している。
　一番選択が多いのが，「人材不足のポジションに
受け入れ」であり，行政管理職で37.8％，市町村で
37.5％となっている。次に多いのが，「コネクショ
ン確保のための受け入れ」で行政管理職27.7％，市
町村33.3％である。３番目が，「周囲への刺激を考
慮し積極的に受け入れ」であり，行政管理職で
う選択肢は，いうまでもなく住民への直接的負担増
を求める方法である。結果を順に見ていくと，議
員，行政管理職ともに，「企業や事務所の誘致によ
る税収増を検討」する手法の選択が一番多く，それ
ぞれ議員31.8％，行政管理職41.7％となっている。
その次に多いのが，「政策に理解を求める中で新税
や均等割の見直し」を行う案で，議員22.4％，行政
管理職32.4％となっている。３番目は，「観光客の
誘致による税収増を検討」が議員21.2％，行政管理
職10.3％，「住民に負担のかからないホテル税等を
検討」が行政管理職15.0％，議員5.9％と，双方の回
答が分かれる結果となっている。
　こうした結果を，住民への負担という観点から整
理すると，直接負担のかからない１，３，４の手法を
合わせた数値は，議員58.9％，行政管理職67.0％と
６割前後を占める一方，住民の直接負担を求める方
法への賛意は，さきに見たとおり２～３割程度にと
どまっている。こうした点から見る限り，国内産業
の海外への進展が進む中，いまだ企業や事務所の誘
致には期待感としては大きいものがあることがわか
る。一方，そうはいいつつも，国内産業の空洞化と
いう現実を見据えた場合，選択肢２の方法により直
接住民の負担を求めることの必要性についても，一
定理解が始まりつつある状況が示されているといえ
よう。
４．人的資源
　ここでは，いわゆる権限，財源と並ぶ“三ゲン”
の一つといわれる，「人間」の問題―地方の自立に
必要な人的資源の確保策についての質問結果につい
て検証する。
４−１．国・県への職員派遣と受け入れ
　図３−10は，国や県への職員の派遣について，行
政の管理職と市町村に尋ねた結果である。結果につ
いては，双方ともに同様の傾向を示しており，「積
極的に派遣」では，行政管理職が43.8％，市町村が
50.0％となっている。また，「必要な部門に限って
派遣」は，行政管理職では46.9％，市町村では
45.8％であり，双方を合わせると，行政管理職，市
町村ともに９割を超えており，国・県への職員の派
図３−10．国・県への職員の派遣
図３−11．国・県からの職員の受け入れ
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られた重要な役割である。今回の調査結果は，こう
した点に関し多くの議員が自覚し始めていることを
示しており，今後の議会改革の行方に期待がもてる
結果を示しているといえよう。
２．行政管理職の意識調査から
２−１．国・県職員との接触時の心構え
　国・県との対等の関係については，第一次分権改
革後10年余を経た現在においても，議員，行政管理
職の回答が双方ともに９割以上という圧倒的な数値
で否定的な考え方が示されていたのは，図３−４に
おいて見てきたとおりである。
　図４−２は，そうした現状において，「国・県職
員との業務上の接触時の心構え」について行政管理
職員に尋ねた結果を，市・町村別に示したグラフで
ある９）。
　図で見るように，図３−４の結果と異なり，実際
の業務の場面における心構えという側面において
は，法制度により新たに担保された国・県との対等
な関係という権利については，積極的に利活用して
いこうとする意志が強く示されている結果となって
いることがわかる。
　ここでは，「対等な立場で接するように心がける」
と「できるだけ対等な立場で接するように心がけ
20.3％，市町村で，16.7％となっている。この項目
は，別の見方でいえば，国・県職員の仕事ぶりを見
せることによる人材育成手段ということになるが，
ここでも，結果から見るように２割前後の選択にと
どまっている。なお，国・県職員を「受け入れる必
要はない」という回答における行政管理職9.5％の
数値は，前問同様に，地方の自立にむけ，わずかと
はいえ前向きの変化が起きつつある可能性が示され
ているということができるかもしれない。
Ⅳ．特徴ある回答結果
　ここでは，個別調査票から，特徴ある回答結果が
示されているものについて，紙面の制約を考慮し
て，議員，市町村管理職及び自治会等役員の順に，
各１点に絞って紹介しておきたい。
１．議員への意識調査から
１−１．地方分権推進策
　図４−１は，議員に対し，地方分権の進展に伴い
検討が必要となる事項について複数回答方式により
尋ねた結果である。
　４割を超える回答を示している項目は４つある
が，なかでも一番高い数値を示しているのが「議員
同士での討論の充実」であり，57.6％となっている。
続いて，「条例案を積極的に議員提案」と「議会事
務局機能の充実」が同率の51.8％，「住民と議会と
の意見交換会等の開催」が42.4％となっている。
　本来の議員の役割は，住民自治の代行者として議
員同士で議論を尽くし，政策を決定することにある
といわれているが，ともすれば，本会議，委員会を
問わず，行政当局との質疑応答がそれに代わってき
た現実にある。第28次地方制度調査会の提言８）で
も触れられているように，「議員同士の議論」によっ
て市町村の団体意志を決定するという行為は，住民
自治を実現するという点からいっても，議会に与え
　 　
８）森ほか（2006b）36頁参照。
９） 市町村別の集計結果の適合度（カイ２乗検定）については，0.99＞0.05であり，個別結果を示すことには問題はない。
しかし，設楽町，東栄町，豊根村の３町村については，それぞれの標本数自体が極端に少ないことから，個人情報保護
の観点から一つのカテゴリーとしてまとめている。
図４−１．地方分権の進展に伴い検討が必要となる
事項
住民と議会との意見交換会等の開催
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ポイント近く，肯定的回答が否定的回答を上回って
いる。逆に，新城市では，14ポイント近く否定的回
答が肯定的回答を上回っている。なお，豊橋市と３
町村では，それほどの差がないとはいえ，それぞれ
２～３ポイント程度，否定的回答が多い結果が示さ
れている。
　とはいえ，こうした結果を，さきの図３−２にお
ける自治会等役員の行政職員に対する肯定的評価
62.6％，否定的評価36.8％と比較して見た場合，自
治会等役員の議員に対する評価は10ポイント以上マ
イナス評価となっており，それだけ“辛口”となっ
ていることがわかる。
　では，自治会等役員の議員に対する評価と行政職
員に対する評価の違いはどこに起因しているのであ
ろうか。図３−２での分析では，議員と行政職員が
内部の関係，自治会等役員と行政職員は外部の関係
として整理すると結果が理解しやすいことを見てき
た。それと同様の見方でいえば，議員対自治会等役
員の関係を「内部の関係」と位置づけることによっ
て，行政職員に対する評価に劣後する議員への評価
結果が説明できるように思われる。すなわち，行政
職員への評価は，自分たち住民への行政サービス提
供者，いわば“第三者”に対する評価である反面，
議員に対する評価は，住民自治の代行者として送り
出した自分たちの“仲間”の成績評価に近いものに
なっている可能性があるということである。
Ⅴ．まとめ
　以上，東三河市町村の議員，行政管理職及び自治
る」を合わせて「積極的」として，「対等な立場で
接することに気おくれを感じる」と「対等な立場で
接することは無理」を合わせて「消極的」として示
しているが，合計では，「積極的」が39.5％，「消極
的」が35.1％であり，わずかながら「積極的」な回
答が多くなっている。なお，このグラフには「そう
した機会がないのでわからない」とする回答24.7％
と未回答0.6％については，表示していない。
　また，市・町村別では，中核市である豊橋市の
「積極的」な回答46.7％が，「消極的」な回答26.3％
を20ポイント以上上回っている点が目を引く。その
反対に，町村では，「消極的」な回答が46.7％と，「積
極的な回答」35.0％を10ポイント以上上回っている。
３．自治会等役員の意識調査から
３−１．議員についての評価
　図４−３は，「議員は10年前より住民の声をより
反映するようになっているか」という問いに対する
回答結果である。なお，実際の調査票では，この質
問は，図３−２で紹介した行政職員の業務態度評価
についての質問と対の形で行われている。
　全体の数値では，「十分感じる」4.2％と「まあま
あ感じる」46.6％を合わせた肯定的な回答が50.8％
であり，一方，「あまり感じない」40.3％と「まっ
たく感じない」7.9％を合わせた否定的な回答が，
48.2％となっており，肯定的な回答がわずかながら
否定的な回答を上回っている。この内訳を市・町村
別に見ていくと図で示すように市・町村それぞれに
よってかなり違いがあることがわかる。豊川市が18
ポイント，田原市が17ポイント，次いで蒲郡市が６
図４−２．国・県職員との業務上の接触時の心構え 図４−３．議員活動に対する評価
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方自治関係者の生の声をとおして具体的に明らかに
できたことである。
　では，現実にこうした事態が生じている点につい
ての問題の所在はどこにあるのだろうか。それはさ
きの指摘のように，「成果」を活用しようとしない
地方自治体の議員や職員の努力不足に帰すことで解
決する問題であるものなのか，それとも「定着する
には十年かかると思う」12）と期待されたその10年と
いう時を経てもいまだこうした現状を呈しているの
は，むしろ地方自治体当事者の「努力」にとどまら
ない，それ以上の大きな要因があるのではないの
か，そして，その要因とは何かといった点について
の解明は次の課題として残されている。
　とはいえ，こうした問題を論ずるのは，意識調査
結果の比較報告という本小論の範囲を超えているこ
ともあり，別の機会に譲ることにしたい。
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る同センター研究員花井寿邦氏と嘱託員の河合博子
氏には，業務の合間を縫って，調査票の印刷から発
送，報告書の校正に至るまで親身にお手伝いをいた
だきました。半年近くにわたる今回の調査が大きな
トラブルもなくスムーズに進んだのは，センター挙
げてのこうしたご支援のおかげであり，ここに，あ
らためてお礼申し上げます。
　このほか，本調査の実施にあたっては，調査票に
ご回答いただいた方々はもとより，調査票の配布，
回収の窓口になっていただいた豊橋市を始めとする
東三河８市町村の企画，議会事務局及び自治会等担
当部局の方々には大変なご協力をいただきました。
会等役員の意識調査結果等について，共通する質問
を中心に比較評価を行ってきた。
　今回の調査目的は，はじめに記したように2000年
の分権一括法施行後，同法による制度改正が地方自
治の現場でどのように理解，咀嚼され，同改革の所
期の目的である“地方の自立”や“自由度の拡大”
がどの程度達成されつつあるかを考察することに
あったが，これまでの検討を踏まえ，最後に全体的
な整理をしておきたい。
　今回の意識調査結果の比較分析をとおして検証で
きたことは，第一に，分権一括法施行以後既にかな
りの年月が過ぎた今日においても，法的には対等に
なったといわれる国・県と市町村の関係は，残念な
がら市町村議員，行政職員ともに，それぞれの意識
の中においては，それ以前の“国・県との垂直な関
係”にはほとんど変化が見られないということ，し
たがって，自由度の拡大による地方の自立強化とい
う分権一括法の意図も，その目的が達成されたとは
言い難い状態のままにとどまっているということで
ある。第二には，そうした現実にもかかわらず，地
方自治の主役として期待されている議員や行政職員
などのアクターの間では，心構えという点では一定
の萌芽が見られつつあるとはいえ，自らがそうした
地方分権の主役であるという当事者意識を確実に持
ち得るまでに，いまだ至ってはいないということで
ある。
　もちろん，今回の調査結果は，愛知県内あるいは
東三河地域という限られたエリアで明らかになった
事実だとの見方もできよう。しかし，第一次分権改
革に中心的に携わってきた研究者による，「分権改
革の成果を活用できない」10）日本全国の市町村への
“叱咤激励”の声と重ね合わせると，市町村におけ
るこうした傾向は，全国的な“実態”として解釈し
て問題がないように思われる。そうした意味におい
ては，今回の調査の成果は，こうした実態が，「職
員研修現場」で折々に行政の現状に触れた研究者た
ちの「実感」11）によってではなく，2,000標本近い地
　 　
10）西尾（2011）23頁参照。
11）北村（2010）61頁参照。
12）朝日新聞（1997）参照。
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また，お名前をすべて挙げるわけにはいかないもの
の，調査票の作成段階から数多くの方々のお世話に
なってきたことも忘れることはできません。この場
をおかりし，こうした温かいご支援を寄せて下さっ
たすべての皆様に心より感謝申し上げます。
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